
 

 

滋賀県土地開発公社の解散について 

 

 

 滋賀県土地開発公社（以下「公社」という。）の解散に向けた進捗状況について、以

下のとおり報告する。 

 

 

１ 「滋賀県土地開発公社解散実施計画」(案)の概要 

 公社が策定中の「滋賀県土地開発公社解散実施計画」(案)の概要は、以下のとおり。 

 この計画(案)は、令和 5年 3月に開催の公社理事会に諮られる予定。 

 

 (1)実施手続とスケジュール 

・ 公社で受託している主要な事業が、令和 5年度までに概ね完了する見込みであ

ることや、その後の清算業務等に要する期間を踏まえて県と協議し、令和 6年度

末の解散、令和 7年度末の清算結了を目途に取り組むこととしている。 

 

   ＜スケジュール＞ 

    令和 5年度～令和 6年度上期  解散に向けた業務整理 

令和 6年 7月頃        公社理事会での解散同意 

    令和 6年 9～10 月       県議会での解散議案の上程・議決 

    令和 6年 11 月頃        主務官庁への解散認可申請 

令和 7年 3月末頃            解散認可 

令和 7年度中         清算業務  

令和 8年 3月末頃       清算結了 

 

 (2)事業整理 

  ①公有地取得事業(長期未利用地) 

  ・ 長期未利用地については、県と締結している協定において、県による買戻を定

めていることから、解散に向けて早期の買戻を求める。 

・ 一方で、これまでから県と協議をする中で、県において利活用方策を見出すこ

とができず、買戻が行われない場合も想定され、この場合は、長期未利用地の取

扱いについて県と対応を協議のうえ決定する必要がある。 

 

  ②土地造成事業 

  ・ 賃貸借契約中の 4 社に係る公社解散後の定期借地権契約の取扱いについては、

公社から県へ契約上の地位を譲渡する方向で調整する。 
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  ③受託事業 

  ・ 事業の受託は、令和 6年度末頃を目途とする解散時期を考慮して、原則、令和

5年度末までとし、それまでは可能な限り収益の確保に努める。受託した業務に

ついては、委託者と協議の上、業務内容を精査し、期限内に完了するよう取り組

む。 

 

(3)残余財産 

  ・ 残余財産は、公拡法第 22条第 2項および公社定款第 25条第 2項の規定に基づ

き、唯一の出資者である県に帰属する。 

 

 (4)公社職員の処遇 

  ・ 公社解散後のプロパー職員の処遇については、長年培ってきた知識と経験の活

用を図り、県と協力し、雇用調整に取り組む。 

 

 

２ 公社解散に向けた県の対応 

 ・ 長期未利用地については、引き続き買戻に向けて利活用の検討を進める。 

一方で、公社解散までに新たな利活用方策を決定することができなかった場合、

県としては、公社解散にあたり、長期未利用地の買戻は行わず、残余財産として県

に引き継ぐことも選択肢とし、他自治体の例を参考にしつつ、所管官庁との協議も

行いながら具体的な手法を検討する。 

 

 ・ 公社業務のうち、公共用地先行取得事業やあっせん等事業といった公社の事業受

託終了後も一定の需要が見込まれる業務については、引き続きその業務を継続する

ために必要な体制について検討を進める。 

 

 
















































